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研究成果の概要（和文）： 

 
本研究の目的は、エジプト村落部において、女性の意識・行動や保健医療サービス利用状況

などを調査し、女性の健康改善を促進する社会的要因を解析することである。中部ギザ県での
質問票調査により、女性の保健医療サービスへのアクセス改善には、地域社会との関わりと、
家族のサポート体制が関連していることが示された。さらに、より社会・経済指標の低い南部
アシュート県にて、質問票調査と質的調査を実施し、分析を進めている。 
 

研究成果の概要（英文）： 
 
This research aims to investigate health-seeking attitude and behaviors of women in 

rural Egypt and their access to health services, and to analyze social factors to promote 
improvement of women's health.  The results of the questionnaire survey in Giza 
governorate suggested that participation in community activities and support by family 
members were important factors to improve access to health services of local women.  
Another questionnaire survey and focus group discussions were taken place in Assiut 
governorate, of which results were being analyzed quantitatively and quantitatively.    
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１．研究開始当初の背景 
 

開発途上国における女性の健康状態には、
教育水準、経済状況、文化・慣習など、多様
な社会的要因が深く関与していることが知
られている (青山・原・喜多 ｢開発と健康－
ジェンダーの視点から｣ 有斐閣 2001)。特に、
女性の社会的地位が低い中東・南アジア諸国
では、健康に関するジェンダー格差も大きく、
妊産婦死亡率、合計特殊出生率は依然として
高い (Aoyama A “Reproductive Health in 
the Middle East and North Africa: 
Well-being for All” The World Bank 2001)。
途上国の農村地域では、貧困者が多く、教育
水準は低く、家庭内での女性の位置づけが低
いため、女性たちは、過重労働、栄養不足、
多産などによって、健康を損なっている。 

多くの途上国では、政府の行政執行能力が
不足しており、質的にも量的にも十分な医療
サービスを国全体に提供することが困難で
ある。特に、農村部では、医療施設がなかっ
たり、あっても限られた時間しか診療しなか
ったり、医師・看護師などの人材がいなかっ
たり、必要な薬剤や医療機材がなかったりす
るため、地域住民が適切な医療サービスにア
クセスできないことは少なくない。加えて、
女性と男性を隔離する伝統のある社会では、
女性は、男性の同伴なしに外出できなかった
り、女性の医師の診察しか受けられなかった
りするため、文化的理由により医療へのアク
セスが妨げられることがある。 

途上国政府が医療サービスを十分に供給
できない農村地域では、国内外の NGOなどの
協力により地域住民組織を活性化して、住民
が医療サービスを継続的に支えていく活動
が行われている。たとえば、地域住民が委員
会を作って地域の診療所を運営したり、資金
を出し合って薬剤を購入したりする試みが
なされている。また、農村コミュニティ開発
支援によって、農業生産が向上し地域産業が
振興されると、各家庭の経済水準が向上し、
結果として、住民の栄養・健康を改善するこ
とも期待される。 

エジプトは、低位中所得国に位置づけられ
る。過去半世紀の間に、保健・人口指標は著
しく改善したが、国内格差は依然として大き
く、貧困者の多い地域や南部農村地域などで
は、健康水準改善も遅れている。エジプトで
は、世界銀行による保健医療セクター改革プ
ロジェクトはじめ、国際機関や先進国が、数
多くの保健医療分野支援を実施してきた 
(The World Bank “Project Appraisal 
Document: Arab Republic of Egypt: Health 
Sector Reform Program” 1998)。これらの
支援を受け、エジプト保健人口省は地域保健
医療向上に努力してきた。しかし、依然とし
て多くの課題が残されている。 

表 1: エジプトのジェンダー関連指標 

 女性 男性 

平均寿命 (歳) 73  69  
1人当り年間推定所得(PPP US$) 1,588 6,817 
労働力人口比率 (％) 20  73  
成人識字率 (％) 59  83  
初等教育就学率 (％) 94  100 
妊産婦死亡率 (出生 10万対) 84 
合計特殊出生率 2.9 
Source: World Development Indicators, The 
World Bank 2008  
 
エジプトでは、1991 年から 2006 年まで、

世界銀行の融資によって社会開発基金プロ
ジェクト (Social Fund for Development) が
3期にわたって実施され、現地NGOを通して、
農村コミュニティの活性化が図られた (The 
World Bank “Project Appraisal Document: 
Arab Republic of Egypt: Third Social Fund 
for Development Project” 1999)。その結
果、介入のなされた農村では、住民の経済面
での向上ばかりでなく、医療施設の利用率が
向上するなど、保健医療面での改善がみられ
ており、特に女性の健康改善に対する効果が
示唆された。 
 
２．研究の目的 
 
エジプトの村落部において、コミュニティ

および家庭内の女性の位置づけ(女性のエン
パワメントの程度)と、保健医療サービスへ
のアクセス状況(女性の健康改善促進)との
関係を明らかにする。コミュニティ開発支援
活動の効果に留意しながら、女性の意識・行
動や保健医療サービス利用状況などを調査
し、女性の健康改善を促進する社会的要因を
解析する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 対象地域・研究協力機関 
 
エジプト中部ギザ県、および南部アシュー

ト県の村落地域を対象とした。ギザ県ではカ
イロ大学、アシュート県ではアシュート大学
の研究協力者とともに調査を実施した。 

なお、当初計画では、エジプト北部、南部
ケナ県、およびイエメンを対象とする予定で
あった。北部については、研究協力者と調査
実施体制などを検討し、社会・経済水準が同
等の中部ギザ県に変更した。南部については、
治安上の問題により、ケナ県からアスワン県
に変更した。しかし、治安状況の変化により、
現地当局から、外国人による村落での調査許
可取得が困難となったため、再度アシュート
県に変更した。イエメンについては、テロ事
件が頻発するなど、治安状況が著しく悪化し



 

 

たため、調査を実施しないこととした。 
 

(2) 地域住民の意識・行動調査 
 

女性の健康状態、健康に対する意識、病気
に罹った時の対応、家族状況、教育水準、家
庭の経済状態、コミュニティ開発活動に関す
る知識と参加状況などに関する、半構成的質
問票を英語で作成し、アラビア語に翻訳、プ
レテストを行って改訂した。対象村落に居住
する成人既婚女性約 200名を抽出し、女性調
査員が戸別訪問して、質問票に沿って面接調
査を行った。調査結果を英語に翻訳して入力
し、分析を進める。 

また、女性、夫、夫の母、それぞれ 6名程
度の 3グループによる、フォーカス・グルー
プ・ディスカッションを実施し、家族の状況、
妊産婦健診、子どもや女性が病気のときの対
応などについて話し合ってもらった。アラビ
ア語の記録を英語に翻訳し、コーディングし
て質的分析を進める。 
 
(3) 保健医療サービスなどの状況調査 
 

研究協力者とともに、対象村落地域の、医
療サービスの状況、衛生環境、コミュニティ
開発支援活動実施状況などについて観察調査
した。あわせて、エジプト保健人口省、国家
人口委員会、社会連帯省、県保健人口局、NGO
現地事務所、および、世界銀行、世界保健機
関(WHO)、WHO東地中海地域事務所(EMRO)など
の国際機関から、人口・保健医療、社会開発
活動などに関する基礎資料・情報を収集した。 
 
(4) 倫理的配慮 
 

研究計画は、名古屋大学医学部倫理委員会
により、審査され承認された。また、調査実
施前に、エジプト保健人口省、カイロ大学、
アシュート大学から承認を得た。 
 
４．研究成果 
 
(1) エジプト中部 
 

ギザ県シャブラマント村にて、カイロ大学
の研究協力者とともに、質問票を用いた横断
研究を行った。2007年 7月、カイロで資料収
集、研究打合せを行い、本調査は、10 月 31
日～11月 30日に実施した。 

住民女性の健康状態・健康に対する意識・
自己決定権などに関する質問票を、英語で作
成し、アラビア語に翻訳、プレテストを実施
して改訂した。各年齢層の既婚女性 7名によ
る、フォーカス・グループ・ディスカッショ
ンを実施し、その結果を質問票に反映させた。 

村の既婚女性を無作為に抽出し、カイロ大

学看護学部学生が戸別訪問し、同意を得てか
ら、アラビア語により質問票に沿って面接調
査した。有効回答 217名分が得られ、英語に
翻訳し、コンピューターに入力した。 
対象者の年齢は、20 歳から 65 歳(中央値

32歳)で、その 69％が初等教育を受けておら
ず、特に 35 歳以上では 85％が未就学であっ
た。外出に際して家族の許可が必要との回答
は、外出先によって異なり、市外(85％)、モ
スク(75％)、保健医療施設(58％)、市場
(43％)などであった。全体として、約 85％が、
外出に際して何らかの制限があると回答し
た。また、16％の女性は、農作物の販売、雑
貨店経営などによって現金収入を得ていた。
他方、18％の女性は、週 1回以上、夫や家族
から暴力を受けていると回答した。  

村では、識字、手工芸、地域の清掃、マイ
クロファイナンスなどの地域開発活動が行
われていた。これらの活動をよく知っている
と回答したのは 34％だったが、実際に活動に
参加した女性は、15％程度に過ぎなかった。
参加しない理由として最も多かったのが、自
分に必要ない(35％)であった。ほかに、参加
の方法がわからない(31％)、時間がない
(5％)、家族からの承諾が得られない(3％)な
どの回答があった。  
平均結婚年齢は 17.1 歳(11～33 歳)で、年

長の女性ほど結婚年齢が早かった。初産年齢
は 18～19 歳であり、年齢層間に差を認めな
かった。平均出産回数は全体で 4.1回であっ
たが、最若年層で最高 7回、45歳以上の女性
では 15回出産したとの回答があり、結婚後、
間をおかずに妊娠・出産を繰り返していたと
考えられるケースも散見された。また、助産
師や医師による分娩介助、医療機関での出産、
妊婦健診受診について質問したところ、若年
層ほど、これらの保健医療サービス利用度が
高いという結果が得られた。妊婦の 10％程度
は、まったく健診を受けていなかった。また、
44％の女性が、疾病に罹っても医療機関を受
診しないと回答した。このように、住民女性
の、保健医療サービス利用が十分ではないこ
とが明らかになった。 
 女性のエンパワメントに関して、 (1)移
動・行動の制限の有無、(2)経済的安定と自
立、(3)日常の自己決定権・能力、(4)コミュ
ニティ活動への参加、(5)家庭内でのサポー
トの、5 領域にわたるエンパワメント指標を
設定し、関連すると考えられる質問項目を配
した。各エンパワメント領域について、質問
項目(変数)に対する主成分分析を行うこと
によって個々の対象者の主成分スコアを算
出し、健康に関する変数との重回帰分析にお
ける新たな説明変数とした。エンパワメント
の各領域に関する指標、および年齢、教育歴、
家族構成などを独立変数とし、妊娠・出産時
あるいは疾病罹患時に、適切に保健医療サー



 

 

ビスを受けられたかを従属変数として、ロジ
スティック回帰分析を行った。その結果、コ
ミュニティ活動への参加の度合いが高いほ
ど、また、家庭内でのサポートの指標が高い
ほど、保健医療サービスの利用が有意に高い
ことが示された。また、女性および夫の教育
レベルと保健医療サービスへのアクセスと
の間には、有意な関連を認めなかった。 

 
表 2: エンパワメントと保健医療サービス利
用との関連 (ロジスティック回帰分析結果) 

2-1: 専門職による分娩介助 

変数              
調整 

オッズ比 
(95％ 

信頼区間) P value 

地域活動への
参加 

1.08 (0.80-1.45) 0.62 

家庭内での 
サポート 1.71 (1.13-2.62) 0.012* 

移動･行動の
自由 1.10 (0.72-1.67) 0.66 

経済的自立と
安定性 1.23 (0.93-1.62) 0.14 

日常での意思
決定 0.98 (0.76-1.27) 0.88 

年齢 0.88 (0.84-0.93) <0.001* 
結婚年齢 1.06 (0.92-1.24) 0.42 

2-2: 妊婦健診受診 

変数              調整 
オッズ比 

(95％ 
信頼区間) P value 

地域活動への
参加 

1.17 (0.81-1.58) 0.39 

家庭内での 
サポート 

1.38 (1.01-1.92) 0.048* 

移動･行動の
自由 

0.77 (0.51-1.07) 0.10 

経済的自立と
安定性 

1.14 (0.92-1.40) 0.23 

日常での意思
決定 

0.93 (0.76-1.13) 0.45 

年齢 0.89 (0.85-0.93) <0.001* 
結婚年齢 1.25 (1.10-1.42) <0.001* 

2-3: 疾病罹患時の受診 

変数              調整 
オッズ比 

(95％ 
信頼区間) P value 

地域活動への
参加 

1.57 (1.04-2.35） 0.039* 

家庭内での 
サポート 

1.20 (0.88-1.66) 0.071 

移動･行動の
自由 

0.86 (0.70-1.06) 0.16 

経済的自立と
安定性 

0.82 (0.66-1.03) 0.092 

日常での意思
決定 

0.93 (0.76-1.13) 0.45 

年齢 1.04 (0.99-1.08） 0.072 
初等教育就学 2.00 (0.94-4.27) 0.059 

 
 分析結果より、女性の自己決定権の十分な
保障や地域社会への参加、さらに家事労働な
どにおける家族のサポート体制が、保健医療
サービスへのアクセス改善などと関連して
いることが示された。また、保健医療と直接

関係のないコミュニティ開発活動への参加
や関心も、健康改善に寄与していた。すなわ
ち、女性の健康改善には、保健医療サービス
提供を充実させるだけではなく、コミュニテ
ィ活動への参加などを通して女性のエンパ
ワメントを進め、保健医療サービス利用を促
進させることが必要であると示唆された。 
  
(2) エジプト南部 
 
①質問票調査 
エジプト南部は、北部・中部に比して、社

会・経済指標が低く、保健医療指標の改善も
遅れている。女性と男性を隔離するなどの伝
統的慣習も、南部の方が顕著である。南部に
あるアシュート県にて、アシュート大学関係
者の研究協力を得て、横断的研究を実施した。 
 平成 21 年 8 月下旬、アシュート大学で現
地研究協力者と協議し、調査計画を作成した。
家族状況、教育水準、保健医療サービスの利
用状況、女性本人や子どもが病気に罹った時
の対応、コミュニティ開発活動への参加など
に関する、半構成的質問票を英語で作成し、
アラビア語に翻訳した。本調査は、10 月 10
日～11 月 22 日、アシュート市街から日帰り
できる距離にあって調査に同意の得られた
村落 3ヵ所にて実施した。年齢層や妊娠・出
産時期が広範囲になりすぎないよう、調査対
象を、5 歳以下の子どもを持つ既婚女性に限
定した。無作為に抽出した 205名を、女性大
学教員が戸別訪問し、同意を得た後、質問票
に沿ってアラビア語で面接調査した。回答内
容を確認後、匿名化してコンピューターに入
力した。自由記述部分については、研究協力
者が英語に翻訳後、入力した。 

対象女性の大部分が、コミュニティ開発活
動に参加したことがあること、まったく教育
を受けていない女性と、学校教育 11 年以上
の女性が、それぞれ 40％程度存在することな
ど、ギザ県村落での調査では認められなかっ
た所見があった。今後、コミュニティ活動へ
の参加と保健医療サービス利用状況などの
関係を中心とした、分析を進める必要がある。 
 
②質的調査 

質問票調査実施期間中に、アシュート県村
落で、フォーカス・グループ・ディスカッシ
ョンを実施した。アシュート大学の研究協力
者とともに、5 歳以下の子どもを持つ女性、
夫、夫の母、各 6-7名 3グループによるフォ
ーカス・グループ・ディスカッションを行っ
た。アラビア語で、家族の状況、妊産婦健診、
子ども・女性が病気のときの対応などについ
て話し合ってもらった。アラビア語の記録を
英語に翻訳し、コーディングした。今後、質
的分析を進める必要がある。 
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